
平
成


年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

入札公告の変更
平成 30 年３月 23 日

国立大学法人滋賀大学
契約担当役 理事 阿部 正一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 25
〇第２号
１ 掲載日 平成30年２月６日（号外政府調達第
23号）
２ 変更内容
29ページ３段目「入札公告」第２号「情報基
盤システム 一式」の３入札書の受領期限「平
成30年３月30日17時00分」を「平成30年４月６
日17時00分」に、５Time limit of tender
「17:00 30 March, 2018」を「17:00 ６
April, 2018」に、それぞれ変更する。

入札公告の取消
次のとおり入札公告を取り消します。
平成 30 年３月 23 日
支出負担行為担当官
福島地方環境事務所長 土居健太郎

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
平成30年３月７日付け掲載の入札公告「平成30
年度川俣町仮置場復旧等工事」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年３月 23 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 宮田 年耕

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 工事概要等
 品目分類番号 41
 工事名 （修）（仮称）神奈川局新社屋建築
工事
 工事場所 神奈川県横浜市西区みなとみら
い３丁目２番
 工事内容 敷地面積2500、建築面積
1631、延べ面積1348841、地上10階建、
高さ4699ｍ、鉄骨鉄筋コンクリート造（柱：
コンクリート充填鋼管（ＣＦＴ）、梁：鉄骨
造）、基礎免震の事務所、駐車場の建物新築
工事
・建築工事 一式
・建物機械設備（給排水衛生設備、空調機設
備、消防設備） 一式

 技術提案の範囲は、以下のとおりとする。
・工事目的物（意匠・構造種別、主要部材
の形状寸法等）の変更を伴わない範囲と
する。

 本工事は、競争参加確認申請書の提出、
入札等を電子入札システムで行う対象工事
である。ただし、電子入札システムにより
がたいものは、発注者の承諾を得て紙入札
方式に代えるものとする。また、紙入札の
承諾に関しては５に掲げる事務の担当部
局に紙入札方式参加承認申請書（電子入札
留意事項様式１）を提出するものとする。
 技術資料は、持参により提出すること。
 その他については、電子入札留意事項に
よることとする。

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社の契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。（詳細は「入札説明書」
に記載）。
 首都高速道路株式会社における「建築工事」
に係る平成29・30年度の競争参加資格の認定
を受け、当該認定の際に客観的事項（共通事
項）について算定した点数（経営事項評価点

数）が、1200点以上である単体又は1200点
以上である代表者と1150点以上である構成
員で構成された２者若しくは３者の共同企業
体であること。なお、会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開始
の決定後、首都高速道路株式会社における「建
築工事」に係る平成29・30年度の競争参加資
格の再認定を受け、当該再認定の際に客観的
事項（共通事項）について算定した点数（経
営事項評価点数）が、1200点以上である単
体又は1200点以上である代表者と1150点以
上である構成員で構成された２者若しくは３
者の共同企業体であること。

 監理技術者は、建設業法第26条第２項に
規定する技術者であり、競争参加資格確認
申請書の提出時に監理技術者資格者証及び
監理技術者講習修了証を有する者であるこ
と。
 監理技術者又は主任技術者は、平成14年
度以降に次に掲げる要件を満たす工事を完
工した実績を有すること。なお、工事の経
験における従事役職は問わない。
・鉄骨造、鉄筋コンクリート造若しくは鉄
骨鉄筋コンクリート造（在来工法・ＣＦ
Ｔ造含む）の建築物（延べ面積10000
以上の免震構造）の新築・増築又は改築
工事
上記工事は平成14年度以降に単体又は共同
企業体として完工した実績（元請に限る。）と
する。なお、共同企業体の構成員としての完
工実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと（資本関係又は人
的関係がある者のすべてが共同企業体の代表
者以外の構成員である場合を除く。）（詳細は
「入札説明書」に記載）。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。
 共同企業体を構成する場合においては、以
下に掲げる事項をすべて満たしていること。
 共同企業体すべての構成員が、本工事に
対応する建設業法の許可業種につき、許可
を有しての営業年数が５年以上であるこ
と。ただし、相当の施工実績を有し、確実

 平成14年度以降に、以下に掲げる工事完工
実績（元請けに限る。）を有すること。なお、
共同企業体の構成員（代表者を含む。以下同
じ。）としての実績は、出資比率20％以上の場
合のものに限る。
 単体又は共同企業体の代表者
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造（在来工法・ＣＦＴ造含
む）の建築物（延べ面積10000以上の免
震構造）の新築・増築又は改築工事
 共同企業体の代表者以外の構成員
鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造（在来工法・ＣＦＴ造含
む）の建築物（延べ面積10000以上）の
新築・増築又は改築工事

 次に掲げる基準を満たす専任の主任技術者
又は専任の監理技術者、現場代理人（以下「配
置予定技術者」という）を契約締結日の翌日
までに本工事に配置できること。なお、主任
技術者又は監理技術者は、現場着手日の前日
までの期間については、必ずしも専任を要し
ない。現場着手は、共同溝躯体工事を平成30
年10月１日（月）に予定している。
 主任技術者及び監理技術者は、以下の
ア～ウのいずれかの要件を満たすこと。

ア 建設業法（昭和24年法律第100号）第
27条及び建設業法施行令（昭和31年政令
第273号）第27条の３の規定による技術
検定のうち、一級建築施工管理に関する
検定種目に合格した者
イ 建築士法（昭和25年法律第202号）第
４条の規定による一級建築士の免許を受
けた者
ウ 上記ア又はイと同等以上の資格を有す
るものと国土交通大臣が認定した者

・建物電気設備（太陽光発電設備、幹線設備、
電灯コンセント設備、通信設備、防犯設備、
防災設備他）一式
・自家給油設備（30タンク４本と給油設備）
一式
・共同溝躯体工事 一式
・各種インフラ設備引き込み 一式
 工期 契約締結日の翌日から840日間
 その他
 本工事は、競争参加資格確認申請により
資格が確認された競争参加希望者のうち、
技術提案書の提出を行った者（以下「技術
提案者」という。）と交渉を行い、技術提案
書を評価して二次審査を受ける技術提案者
を選定し、次に詳細工事費内訳書を受け付
け、交渉を行った後、価格と価格以外の要
素を総合評価して落札者を決定する総合評
価方式を併用した技術提案価格交渉方式
（複数者交渉Ｂタイプ）の試行対象工事で
ある。


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